
 1

山梨県立八ヶ岳牧場管理運営業務の内容及び基準 

 

 山梨県立八ヶ岳牧場（以下「牧場」という。）の指定管理者の指定に係る管理

運営業務の内容と基準は次のとおりとする。 

 

１．法令等の遵守  

  牧場の管理運営業務を行うにあたって以下の関係法令等を遵守すること。 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２）労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

（３）山梨県立八ヶ岳牧場の設置及び管理に関する条例（平成１７年山梨県条例

第５１号）、山梨県立八ヶ岳牧場の設置及び管理に関する条例施行規則

（平成１７年山梨県規則第３６号） 

（４）施設維持、設備保守点検に関する法規（水道法（昭和３２年法律第１７７

号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、浄化槽法（昭和５８年法律

第４３号）等） 

（５）山梨県個人情報保護条例（平成１７年山梨県条例第１５号）、山梨県個人

情報保護条例施行規則（平成１７年山梨県規則第３２号） 

（６）その他の関係法令 

 

２ 管理運営体制の確保  

（１）牧場の管理運営業務を適切に実施するため、業務全体を総合的に把握し、 

調整する総括責任者（管理事務所長）を１名定めること。 

（２）３の（１）から（５）の業務区分ごとに責任者を定めること。 

（３）（１）の総括責任者及び（２）の業務区分毎の責任者の氏名を山梨県（以 

下「県」という。）に報告するものとする。変更した場合も同様とする。 

（４）３及び４に掲げる各業務について、その内容に応じ、必要な知識、技能 

及び経験を有する者を配置すること。 

（５）職員の育成及び運営に必要な研修をマニュアル化し、実施すること。 

 

３ 運営業務  

（１）利用の承認に関する業務 

（２）施設及び設備器具の維持保全に関する業務 

①次に掲げる建築物について、建築基準法第１２条の規定に基づき、損 

傷、腐食その他の劣化の状況を点検すること。 

ア）対象施設 

倉庫・自動車車庫 

イ）点検時期 

     建築基準法第１２条第２項による建築物の定期点検業務は、令和７

年度及び令和１０年度に実施するものとする。（前回点検を行った日

から３年以内に点検を行う。） 

   ②点検方法については、別添「建築物点検マニュアル」に基づき、施設及 
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    び設備について、建築基準法の点検、施設の成就課のための点検及び日 

 常点検を実施し、損傷、腐食その他の劣化の状況を点検すること。 

   ③点検結果については、「建築物点検票」により別途指定する期日までに

県へ報告すること。ただし、施設及び設備の損傷等、劣化が著しく至急

対応が必要な場合は、速やかに県へ報告すること。 

（３）家畜の飼養管理及び改良増殖に関する業務 

（４）牧草の栽培に関する業務 

（５）家畜排せつ物のたい肥化に関する業務 

詳細については、【資料：業務作業表】を参照すること。  

（６）緊急時の対応に関する業務 

  ①事故を未然に防ぐための施設の日常点検方法等を定めた安全管理マニュ 

アルを策定し、適切に運用すること。 

②施設内で事故が発生した場合を想定した事故対応マニュアルを策定し、 

訓練等を実施すること。 

③国民保護法（平成１６年法律第１１２号）及び山梨県国民保護計画に基 

づき、武力攻撃事態等及び緊急対処事態の際には、利用者の安全確保、そ

の他国民の保護のために必要な措置を講ずること。 

（７）次の通り目標値を設定し、牧場の設置目的にである地域の畜産振興につい

て期待される施策効果が十分に生じているかモニタリングを通じて評価・

検証を行う 

   指標：牧場預託利用頭数  目標値：のべ１２８，０００頭 

 

４ 再委託 

指定管理者は、３（２）「施設及び設備器具の維持保全に関する業務」につ

いては、必要に応じて部分的に第三者に委託し、又は請け負わせることができ

る。この場合、あらかじめ県の承諾を得なければならないものとする。 

なお、施設の管理運営から暴力団等を排除するため、１１（６）に掲げる措

置を行うこと。 

 

５ 経理 

（１）適正な経理執行 

指定管理者は、会計基準に則り、適正な経理を行わなければならない。 

（２）経理規程 

指定管理者は、経理規程を策定し、経理事務を行うこと。 

（３）立ち入り検査 

県は必要に応じて、施設、物品各種帳簿等の立ち入り検査を行うことがで

きる。 

 

６ 業務計画書及び事業報告書の作成及び提出 

（１）事業計画書 

指定管理者は、毎年度２月末日までに、次に掲げる事項を記載した次年度

の管理運営に関する詳細な業務計画書を作成し、県に提出すること。 



 3

  ① 次年度の運営目標 

② 実施事業の概要及び実施時期 

③ 管理運営体制 

④ 管理業務に係る収支予算 

⑤ その他必要な事項 

（２）定期報告書 

指定管理者は、管理業務に関する事項について、月毎にまとめて翌月１０

日までに報告すること。 

（３）事業報告書 

指定管理者は、毎年度終了後２カ月以内に、次に掲げる事項を記載した事

業報告書を作成し、県に提出すること。また、年度の途中において指定管理

者の指定を取り消された場合にあっては、その取り消された日から２カ月以

内に当該年度の当該日までに事業報告書を提出すること。 

① 管理業務の実施状況 

② 農家家畜の受託状況 

③ 管理業務に係る収支決算 

④ その他必要な事項 

（４）その他随時報告等 

指定管理者は、県から管理業務及び経理の状況等について提出を求められ

た場合、報告書を作成して指定期日までに提出すること。 

 

７ 事業の評価 

（１）利用者ニーズの把握 

指定管理者は、利用者等を対象に年１回以上アンケート調査を行い、意見

や要望、満足度について把握し、業務改善等管理運営に反映させること。 

アンケートの内容については、県と協議を行うこと。また、利用者等のア

ンケート結果及び業務改善の状況について、調査実施の翌月末までに県に報

告すること。 

（２）評価 

別途定める「指定管理業務のモニタリング実施要領」等に基づき、県が実

施するモニタリングに協力すること。 

（３）是正勧告等 

①モニタリングの結果、業務内容に改善が必要と認められる場合は、県はそ

の都度立入調査、協議のうえ、指定管理者に対して業務改善勧告、是正勧

告等を行う。 

②県は提出された事業報告書の内容を確認し、その内容が事業計画書の趣旨

から逸脱・違反したものであった場合、若しくは別に定める基本協定書、

年度協定書に逸脱・違反するものであった場合又は県の業務改善勧告、是

正勧告等の指示に従わない、若しくは指示によっても業務内容に改善がみ

られないと認められた場合は指定を取り消し又は業務の一部若しくは全

部を停止させることがある。 
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８ 備品及び施設 

（１）県有備品（以下「備品」という。）の貸与 

県は指定管理者に、現在牧場に配備してある備品を貸与する。 

（２）備品の管理 

備品については、山梨県財務規則に基づき、県が定める物品品目別一覧表

を備えて管理すること。また廃棄などの異動については、県と協議して行う

こと。 

（３）備品の修繕及び新規購入並びに施設の修繕に要する経費の負担 

選定要項の第３の４「責任分担」のとおりとする。 

（４）指定期間終了時の備品の取り扱い 

別途協定で定める。 

 

９ 指定期間の前に行う業務 

（１）協定項目について県との協議 

（２）配置する職員等の確保、職員研修 

（３）業務等に関する各種規定の作成、協議 

 

１０ 留意事項 

（１）公平な運営 

公の施設であることを念頭に置いた公平な運営を行うこととし、特定の団

体等に有利不利になるような運営はこれを慎むこと。 

（２）県との連携 

  ①記録等の作成及び保存 

（ア）管理運営並びに経理状況に関する帳簿類は常に整理しておくこと。 

（イ）運営業務、一般業務の業務状況の記録、各種マニュアル、点検結果記

録及び作業記録写真等について県から請求のあった際は、速やかに提示、

提出できるようにすること（指定期間終了時には県へ引き継ぐこと。）。 

  ②県からの要請への協力 

（ア）牧場の管理運営並びに牧場の現状等に関する調査及び資料作成等の作

業の指示があった場合には、迅速、誠実かつ積極的な対応を行うこと。 

（イ）県が実施又は要請する業務（例：緊急安全点検、防災訓練、監査･検

査等）に対し、積極的かつ主体的に実施すること。 

③各種規定の作成 

指定管理者が牧場の管理運営を行う上で各種規定、要項、マニュアル等を

作成する場合は、内容について県と協議を行うこと。 

 

１１ その他 

（１）業務の継続が困難となった場合の取り扱い 

  ① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

県は、指定管理者が牧場の管理運営をこのまま継続できないと判断した場

合は、その指定を取り消すことができるものとする。この場合、県に生じた

損害は指定管理者が県に賠償するものとする。 
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② 不可抗力等による場合 

事業の実施について県と指定管理者の間で協議を行い、その結果事業の継

続が困難だと判断した場合は、その指定を取り消すことができるものとす

る。この場合、次期指定管理者への円滑な引き継ぎに協力するものとする。 

（２）協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合の取り扱い 

   県及び指定管理者双方が誠意を持って協議するものとする。 

（３）業務の引き継ぎについて 

指定期間の終了もしくは指定取り消しにより次期指定管理者に業務を 

引き継ぐ場合は、円滑な引き継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を提

供するものとする。 

（４）情報の取り扱い等について 

① 指定管理者が作成し、又は取得した文書（牧場の管理業務に係るものに 

限る。以下「管理文書」という。）は、山梨県情報公開条例（平成１７年

山梨県条例第１４号）に規定する行政文書に準ずるものとして適正に管理

を行うものとする。なお、指定管理者は、管理文書の分類、保存及び廃棄

に関する基準その他管理文書の管理に関し、必要な事項を年度毎に定め、

県に報告し了承を得るものとする。（管理開始年度の基準等については、

指定管理者になる団体が管理開始日の７日前までに県に報告し了承を得

るものとする。） 

② 指定管理者が保有する管理文書について、知事に対し山梨県個人情報保

護条例に基づく個人情報の開示の請求又は山梨県情報公開条例に基づく

行政文書の開示の請求があった場合、知事から管理文書の提出を求めら

れたときは、これに応じるものとする。 

③ 指定管理者が行う牧場の利用者に対する各種の指導については、山梨県 

行政手続条例第４章の規定（行政指導）の適用はないが、指定管理者はこ 

れらの指導に当たっては県の機関に準ずるものとして、同章の趣旨に則り 

適切に行うものとする。 

（５）環境への配慮について  

指定管理者は、施設の維持管理・運営にあたっては、県の環境管理シス

テムに準じて省エネルギーの推進及び温室効果ガスの排出抑制に努めると

ともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進等の環境保全について十分

配慮すること。 

  （主な取り組み） 

  ① 県の環境管理システムで定める共通実施計画の取り組みについて、可

能な限り実施すること。 

  ② エネルギー使用量の把握及び使用状況の分析を行い、必要な場合は改

善策等を講じること。 

  ③ 環境に配慮した製品の購入に努め、廃棄の際は資源の有効活用や適正

処理を図ること。 

  ④ ①の実施状況及び②の使用状況等については、半年ごとに県に報告す

ること。 

（６）暴力団の排除措置 
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     施設の管理運営から暴力団等を排除するため、次の措置を行うこと。 

①  契約を行おうとする相手方が暴力団関係者であるか否か疑わしいとき

には、誓約書及び役員名簿を徴し、施設所管課を通じて警察に照会する

こと。 

②  警察からの情報提供で契約の相手方が暴力団関係者であることが判明

した場合に、契約解除等が行えるよう契約条項の見直しを行うこと。 


